
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律の概要
（平成２５年６月１３日成立、同６月１９日公布）

(１)精神障害者の医療の提供を確保するための指針の策定
厚生労働大臣が、精神障害者の医療の提供を確保するための指針を定めることとする。

(２)保護者制度の廃止
主に家族がなる保護者には、精神障害者に治療を受けさせる義務等が課されているが、家族の高齢化等に伴

い、負担が大きくなっている等の理由から、保護者に関する規定を削除する。

(３)医療保護入院の見直し
①医療保護入院における保護者の同意要件を外し、家族等（＊）のうちのいずれかの者の同意を要件とする。
＊配偶者、親権者、扶養義務者、後見人又は保佐人。該当者がいない場合等は、市町村長が同意の判断を行う。

②精神科病院の管理者に、
・医療保護入院者の退院後の生活環境に関する相談及び指導を行う者（精神保健福祉士等）の設置
・地域援助事業者（入院者本人や家族からの相談に応じ必要な情報提供等を行う相談支援事業者等）との連携
・退院促進のための体制整備
を義務付ける。

(４)精神医療審査会に関する見直し
①精神医療審査会の委員として、「精神障害者の保健又は福祉に関し学識経験を有する者」を規定する。
②精神医療審査会に対し、退院等の請求をできる者として、入院者本人とともに、家族等を規定する。

平成26年４月１日（ただし、１．（４） ①については平成28年４月１日）

政府は、施行後３年を目途として、施行の状況並びに精神保健及び精神障害者の福祉を取り巻く環境の変化を
勘案し、医療保護入院における移送及び入院の手続の在り方、医療保護入院者の退院を促進するための措置の
在り方、入院中の処遇、退院等に関する精神障害者の意思決定及び意思の表明の支援の在り方について検討を
加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。
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１．概要

２．施行期日

３．検討規定

精神障害者の地域生活への移行を促進するため、精神障害者の医療に関する指針（大臣告示）の
策定、保護者制度の廃止、医療保護入院における入院手続等の見直し等を行う。



改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ①退院後生活環境相談員

（医療保護入院者の退院による地域における生活への移行を促進するための措置）
第三十三条の四 医療保護入院者を入院させている精神科病院の管理者は、精神保健福祉士その他厚生労働省

令で定める資格を有する者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、退院後生活環境相談員を選任
し、その者に医療保護入院者の退院後の生活環境に関し、医療保護入院者及びその家族等からの相談に応じ
させ、及びこれらの者を指導させなければならない。

（１）退院後生活環境相談員となる者の資格

①精神保健福祉士
②看護職員（保健師を含む。）、作業療法士、社会福祉士であって精神障害者に関する業務に従事した
経験を有する者

③精神障害者及びその家族等との退院後の生活環境に関する相談及び指導について３年の経験を
有する者で、厚生労働省が指定する研修を受けた者（研修の受講については経過措置を規定）

（２）選任時期

当該医療保護入院者の入院から７日以内に選任

（３）配置・業務

退院後生活環境相談員の配置数の目安及び業務の概要について、通知で規定（詳細は現在検討中）

（４）その他

医療保護入院から任意入院に切り替わった者についてもできる限り地域生活に移行するまでの間は
引き続き相談・指導を行うことが望ましいことを通知で規定



改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ②地域援助事業者

第三十三条の五 医療保護入院者を入院させている精神科病院の管理者は、医療保護入院者又はその家族等か
ら求めがあつた場合その他医療保護入院者の退院による地域における生活への移行を促進するために必要が
あると認められる場合には、これらの者に対して、厚生労働省令で定めるところにより、一般相談支援事業
若しくは障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第五条第十六項に規定する特定相談
支援事業（第四十九条第一項において「特定相談支援事業」という。）を行う者、介護保険法第八条第二十
三項に規定する居宅介護支援事業を行う者その他の地域の精神障害者の保健又は福祉に関する各般の問題に
つき精神障害者又はその家族等からの相談に応じ必要な情報の提供、助言その他の援助を行う事業を行うこ
とができると認められる者として厚生労働省令で定めるもの（次条において「地域援助事業者」という。）
を紹介するよう努めなければならない。

（１）地域援助事業者の範囲

①一般相談支援事業者及び特定相談支援事業者（相談支援専門員の配置される事業者）
②居宅介護支援事業者等（介護支援専門員の配置される事業者）

（２）紹介の方法

書面の交付その他適切な方法で紹介



改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ③医療保護入院者退院支援委員会

第三十三条の六 精神科病院の管理者は、前二条に規定する措置のほか、厚生労働省令で定めるところにより、
必要に応じて地域援助事業者と連携を図りながら、医療保護入院者の退院による地域における生活への移行
を促進するために必要な体制の整備その他の当該精神科病院における医療保護入院者の退院による地域にお
ける生活への移行を促進するための措置を講じなければならない。

（２）医療保護入院者退院支援委員会（仮称）の対象者

・入院後１年を経過するまで（定期病状報告を出すまで）の医療保護入院者であって、入院届に記載
された「推定される入院期間」又は医療保護入院者退院支援委員会で設定された「推定される入院期
間」を終える者

・入院後１年以上経過している医療保護入院者であって、病院の管理者が委員会での審議が必要と
認める者

※ 平成２６年３月３１日以前の入院者については、病院の管理者が審議が必要と認める者を対象とす
る経過措置を規定。

（３）開催時期

医療保護入院者について、「推定される入院期間」を超える前又は超えた後速やか（＝概ね２週間以
内）に、当該者について委員会で審議を行う。

（１）審議事項

・「推定される入院期間」を超えて継続して入院する必要性の有無
・引き続き入院が必要な場合の「推定される入院期間」
・退院に向けた取組



（５）審議の記録

・医療保護入院者退院支援委員会の記録を綴った帳簿を作成
・医療保護入院者の診療録に医療保護入院者退院支援委員会の開催日を記載

（４）参加者

【参加を必須とする者】
・主治医（主治医が精神保健指定医でない場合は、主治医以外の精神保健指定医）
・（担当）看護職員
・退院後生活環境相談員
・その他院内の当該医療保護入院者の診療に関わる者であって病院の管理者が参加が必要と認める者

【本人の希望等に応じ参加とする者】
・医療保護入院者本人
・医療保護入院者の家族等
・地域援助事業者その他退院後の生活環境に関わる者（文書の提出も可）



改正精神保健福祉法の施行事項（検討中の案） ④精神医療審査会の効率化

◆保護者制度の廃止により、退院等の請求について入院者本人とともに 家族等が規定され、退院
等の請求数の増加による精神医療審査会の負担増が想定される。

◆このため、精神医療審査会の負担の軽減及び機能強化を図るため、精神医療審査会運営マニュア
ルを見直す。

○退院等の請求について
・意見聴取等への予備委員の活用
・書面による意見聴取（例．入院に同意した家族以外からの請求の場合）
・意見聴取の必要性の整理（例．同一案件について複数の者から請求があった
場合）

※本マニュアルの見直しについては、現在、平成２５年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研
究事業）研究班において、検討中。

（１）精神医療審査会の負担軽減に関する見直し

○定期の報告等の審査について
・事前の書類審査による疑義事項の明確化
・各審査会の運営要綱の均質化

（２）その他の見直し


